
 

 

 

 

玉野市行財政改革大綱 

基本計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２9 年 2 月 

玉 野 市 
 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 

ー目 次ー 

 

１ 玉野市行財政改革大綱の策定に当たって ··················································· P. ２ 

 

 

（１）策定の背景 ···················································································· P. ２ 

（２）基本的な方向性 ··············································································· P. ３ 

 

 

 

 

２ 玉野市の現状と課題 ·············································································· P. ４ 

 

 

（１）人口の推移 ···················································································· P. ４ 

（２）公共施設の状況 ··············································································· P. ６ 

（３）職員数及び人件費 ············································································ P. ８ 

（４）財政状況 ······················································································· P. 9 

 

 

 

 

３ 玉野市行財政改革大綱のまとめ ······························································· P. 25 

 

 

（１）策定の趣旨 ···················································································· P. 25 

（２）改革の方針 ···················································································· P. 25 

（３）改革の期間 ···················································································· P. 26 

（４）改革の目標 ···················································································· P. 26 

（５）改革の推進 ···················································································· P. 28 

 

 



- 2 - 

 

１ 玉野市行財政改革大綱の策定に当たって 

 

（１）策定の背景 

玉野市においては、厳しい財政状況のもと、従来から行財政改革の推進に努めてきたところでありますが、

その様な中、高齢化に伴う社会保障費の増大や人口減少に伴い一般財源が減少していく中、平成 27 年

6 月に公表した平成 27 年度の中期財政試算では、平成 31年度における主要 6基金の期末残高は△

37億円程度となる見込みであり、試算期間末の基金残高を6億円程度まで改善するためには、期間内に

約 43億円の収支の改善（一般財源ベース）が必要な状況となっています。 

こうした状況から、平成 27 年 6 月に提示した「財政健全化の取り組み」において、この収支不足を解消

するために、平成 27年度から平成 29年度（平成 28年度予算から平成 30年度予算）の 3か年を財

政健全化の集中取り組み期間として位置づけ、各種取り組みに着手しています。 

 

 

【参考 1】 玉野市の行財政改革の沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

昭和52年 3月 玉野市行財政改革研究会答申「行政運営改善の方策について」

昭和53年11月 玉野市行財政運営改善推進委員会提言「行財政運営の改善策について」

昭和57年 1月 人件費適正化専門委員会報告「人件費適正化のための対策について」

昭和60年 8月 玉野市行政改革大綱

昭和62年11月 玉野市行政改革（第2次）大綱

平成 8年 3月 玉野市行政改革（第3次）大綱

平成11年 3月 玉野市行政改革（第3次）大綱中間見直し

平成14年 3月 玉野市行政改革（第4次）大綱

平成18年 3月 新玉野市行財政改革（第5次）大綱

平成23年 4月 玉野市行政改革大綱
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１ 玉野市行財政改革大綱の策定に当たって 
 

 

（２）基本的な方向性 

平成 27年度から平成 29年度（平成 28年度予算から平成 30年度予算）の 3 か年にわたる財政

健全化の取り組みでは、平成 29 年度での赤字団体への転落を回避し、平成 26 年度中期財政試算並

みの試算期間末の基金残高6億円程度を確保することを目標に43億円の収支改善を図る取り組みに着

手しているところです。 

しかしながら、この取り組みは、基金を取り崩しながら財政運営を行うことを前提とした改善に留まっており、

平成32年度以降において、いずれ基金が底をつき、再び収支不足が生じる懸念を払しょくするには至ってい

ません。 

こうした状況を踏まえ、中長期的に安定的な行財政運営を行っていくための抜本的な体質改善を実現さ

せるため、「財政健全化の取り組み」を集約し、発展的に引き継ぐ形で、このたび新たに「玉野市行財政改

革大綱」を策定します。 

 
 

   【参考２】 財政健全化の取り組みと玉野市行財政改革大綱の整理 
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２ 玉野市の現状と課題 
 

 

（１）人口の推移 

玉野市の人口は 1975 年（昭和 50 年）をピークに減少が続いており、国立社会保障・人口問題研

究所の将来人口推計結果では、人口減少はさらに進み、2060年（平成 72年）には 3万人台まで減

少すると推計されています。 

年齢 3 区分では、高齢者人口比率が大きく上昇し、2010 年（平成 22 年）には 29.7％となってお

り、2040年（平成 52年）には 40％を上回ると推計されています。 

一方、1990年（平成 2年）以降、生産年齢人口の比率が低下し、2010年（平成 22年）には

60％を割り込んでおり、2055年（平成 67年）には 50％を下回ると推計されていることから、税収の減

少に伴う市民サービスの在り方など、市政への影響が懸念されます。 

 
 

  【参考３】 年齢 3区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：総務省「国勢調査報告」 

       国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計） 
 

 

 

なお、玉野市の人口の現状を分析し、将来展望を提示した「人口ビジョン（平成 28 年 1 月策定）」

では、出生率・転出超過数の改善により市の人口は、2040 年時点で約 5 万人、2060 年時点で約 4

万3千人を確保することとしており、この将来展望を実現するために、重点的に取り組むべき施策の方向性

を示した「たまの創生総合戦略（平成 28 年 1 月策定）」を策定しており、本戦略に基づき結婚・出産・

子育て・移住定住の促進等の各種施策に取り組むこととしています。 

 

 

図表１ 年齢３区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計） 

 

たまの長期人口ビジョン 

高度経済成長期 安定成長期 バブル経済期 バブル経済崩壊後 ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ後 

1974 年 東児町合併 
1973 年 第一次オイルショック 

1976 年 第二次オイルショック 
1970 年代後半 
造船業に対する構造調整 

1985 年 プラザ合意 
1980 年代後半 
造船業に対する構造調整 

1991 年 バブル崩壊 

2008 年 リーマンショック 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

特に、少子高齢化の進展に伴う高齢化率の上昇が急激であり、老人福祉費が増加していく見込みとな

っていることから、税収の減少や予算に占める老人福祉費が他の予算を圧迫する要因となることが懸念さ

れています。 

 

  【参考４】 高齢者人口と老人福祉費の推移 

 

 

 

 

 

 

  

※ 老人福祉費は高齢者人口に比例するものとして試算しています。 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

（２）公共施設の状況 

市が行う公共サービスの多くは、公共施設で提供されています。これまで公共サービスを拡充するために、

人口の増加や経済の成長を前提とした時代背景のもと、数多くの公共施設が整備されてきました。 

また、本市の公共施設については、昭和30年代から50年代にかけて建設されたものが多く、施設全体

の 79.5%が築 30年以上となっています。全体的に老朽化が進んでおり、大規模改修や建て替えといった

更新時期を迎える施設が多数あります。 

これらの公共施設の現状の機能やサービスを維持していくためには、膨大な経費が必要となりますが、今

後20年から30年先を見据えると、人口減少に伴う歳入の減少や少子高齢化の進展による老人福祉費

をはじめとした社会保障関係経費の増加など、財政面での不安要素を多く抱える中、これらの公共施設を

同じ規模や配置で維持していくことは困難なものと考えられます。 

 

  【参考５】 築年と建物延床面積の推移 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

  【参考６】 経過年数別施設数 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

         

 

本市では学校や公営住宅を中心とした公共施設を順次建設してきた経緯があります。 

 

人口が80,040人とピークとなった昭和51年の建物延床面積の累計は163,648.10㎡ありましたが、

その後人口は緩やかに減少していく一方で、建物延床面積は少しずつ増加し、現在275,790.72㎡にな

っています。昭和 51 年と平成 26 年の比較では、人口が約 21％減少しているのに対して、建物延床面

積は約 68％増加しています。 

今後さらに人口減少・少子高齢化やそれに伴う財政状況の悪化が予想される中、建物の維持管理費

等の玉野市全体の支出に占める割合が大きくなることが見込まれ、 生活に欠かせない道路、橋りょうなど

のインフラの整備についても、予算の圧縮を余儀なくされる可能性が高くなります。 

 

【参考７】 建物延床面積の累計と人口推移 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

（３）職員数及び人件費 

本市では、地理的な事情から、各地区に市民センター、保育園、消防署出張所など多くの公共施設を

設置し、市直営による行政サービスを提供してきました。 

また、他自治体では、公共施設の統廃合や行政サービスの見直し、他団体との共同運営を実施し、職

員数や人件費の抑制を推進していますが、本市のこれらの事業の見直しは進んでいません。 

こうしたことから、本市の歳出に占める人件費は、他自治体と比較して高い状況にあり、これまでも、玉

野市定員適性化計画に基づく大幅な職員数削減に努め、段階的に人件費比率を抑制してきたものの、

現在も保育園や消防など市の直営部門が多く、他市と比較すると人件費比率が高い状況は続いていま

す。 
 

 

 【参考 8】 玉野市の職員数と人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 【参考 9】 普通会計における人件費比率等の推移 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

（４）財政状況 

自治体の財政状況を判断するための指標の１つに経常収支比率があります。 

経常収支比率とは、人件費や扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された

一般財源（経常経費充当一般財源）が、市税や地方交付税などのように毎年度経常的に収入される

一般財源（経常一般財源）に対して、どの程度の割合になっているかを見るもので、 この比率が高いほど

投資的経費等の臨時的経費に使用できる一般財源が少なく、財政構造の弾力性を失っていることを示し

ています。 

本市の経常収支比率は 98.5%（平成 26年度決算）と県内他市と比較して、突出して高くなってお

り、現状のままでは、今後見込まれる公共施設の更新、再編にかかる投資的経費に財源を振り向けること

が極めて困難な状況にあり、極めて硬直化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 【参考 10】 経常収支比率の推移 
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※平成19、21、22年度の３か年の経常収支比率は、国から交付される地方交付税の過大交付や特
例として発行される退職手当債の借入れという特殊要因があったため、一時的に改善しているもので
す。 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

 【参考 11】 経常収支比率の県内他市との比較 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

   ①歳出（経常経費充当一般財源） 

歳出では、 少子高齢化の進展など社会経済情勢の変化に伴う扶助費・繰出金等の社会保障関係

経費や教育施設の耐震化をはじめとした市民の安全・安心を確保するための災害対策関係経費が増加

しています。経常経費充当一般財源の推移を見ても、人件費や公債費は減少となっているものの、扶助

費・繰出金といった削減の困難な経費が大幅に増加してきていることが分かります。 

義務的経費を含む経常経費については、これまでも一層の削減や効率化を進めるなど徹底した抑制を

図っているものの、社会保障関係経費の増加は避けられない状況にあります。 

 
 

 

 

 【参考 12】 性質別歳出の推移（年度ごとの歳出全般） 
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     「投資的経費」に含まれる費目：普通建設事業費（道路、橋りょうの整備、教育施設 

                         耐震化など） 等              
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２ 玉野市の現状と課題 

 

 【参考 13】 経常経費充当一般財源の推移（年度ごとの経常的な支出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：億円）

H17 H26 差引 増減の主な理由

人件費 51.4 45.2 △ 6.2 採用抑制に伴う職員数の減（H17 657人→H26 567人）

公債費 25.7 21.8 △ 3.9 投資的経費の抑制

扶助費 11.4 14.8 3.4 高齢化等に伴う社会保障関係経費の増

物件費 21.9 23.6 1.8 臨時職員の増、予防接種の法定接種の拡大

補助費等 10.9 15.1 4.3 市民病院への不採算医療に伴う補てんの増

繰出金 14.8 20.2 5.4 高齢化等に伴う社会保障関係経費の増

その他 2.6 2.9 0.3 施設等の老朽化に伴う修繕の増

138.7 143.8 5.1

義
務
的
経
費

計

そ
の
他

※経常経費充当一般財源は、歳出総額から臨時的歳出（普通建設事業費 等）及び特定財源（補

助金等）を除いたものです。 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

   ②歳入（経常一般財源） 

歳入では、自主財源の根幹をなす市税収入について、法人市民税をはじめ、税目全般において多くは

見込めず、引き続き人口が減少傾向にある本市の状況を加味すると、今後も経常一般財源総額の伸び

は見込まれないものと推測されます。 

 
 

 

 

 【参考 14】 財源別歳入の推移（年度ごとの歳入全般） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

      「その他の自主財源」：分担金・負担金、使用料・手数料、繰越金、繰入金、諸収入など 

      「依存財源」      ：地方交付税、国庫支出金、地方消費税交付金、地方債など 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

 【参考 15】 経常一般財源の推移（年度ごとの経常的な収入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経常一般財源は、歳入額から臨時的歳入（特別交付税、都市計画税 等）を除いたものです。 

※臨時財政対策債とは、国の交付すべき地方交付税の財源が不足した場合、代わりに措置されるものであ

り、地方交付税の代替財源となります。 

69.8 71.0
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10.2 11.6
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180

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

地方税 地方交付税 臨時財政対策債 その他

（億円）

（単位：億円）

H17 H26 差引 増減の主な理由

地方税 69.8 73.5 3.7 経済情勢の変化のため

地方交付税 50.5 48.0 △ 2.5 税収増に伴う減

臨時財政対策債 7.1 12.8 5.7 国の地方交付税財源不足が拡大したため

その他 17.2 11.6 △ 5.6 地方譲与税等の減
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２ 玉野市の現状と課題 
 

 

また、県内の多くの団体が平成の大合併により合併した中、合併していない本市と合併した他市を比較

すると地方交付税の措置額に大きな違いがあります。平成17年3月31日までに合併した団体は、合併

算定替により、合併後10年間は合併した別々の市町村が存在するものとみなされ交付税が措置されるた

め、合併していない同規模の市町村と比較すると、大幅に交付税が増額されます。また、その後の５年間

についても、合併算定替による増加額が段階的に減額されていきますが、合併していない市町村と比較す

ると、依然として多額の交付税が措置されることとなります。 

そのため、次のグラフからも見てとれるように、合併算定替の地方交付税の措置額は、本市のように合併

していない団体と、合併した団体では大幅な違いがあり、現状のように、合併している他市の経常収支比

率が低い水準となっている大きな要因の 1 つとなっています。 

ただし、合併算定替の影響は、最長で 15 年間と規定されているため、合併算定替の期間が終了した

合併団体においては、今後、経常収支比率に大幅な影響が出てくるものと考えられます。 

 

 【参考 16】 合併の影響による地方交付税の合併算定替額（平成 26年度） 
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２ 玉野市の現状と課題 
 

 

   ③経常収支比率を押し上げる要因 

本市の経常収支比率を押し上げる要因として、他市と比較すると人件費・物件費・扶助費・繰出金が

高いことが挙げられます（繰出金の詳細については p23 を参照）。 

 

 【参考 17】 経常収支比率の性質別内訳比較（平成 26年度決算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    Ⅰ）人件費・物件費 

人件費を目的別に比較すると総務費、民生費、消防費、教育費が高くなっています。 

各部門別に職員数を比較すると、 

①総務部門では東西に長い本市の地域特性の影響により、行政効率の観点から、市民センターの数が多

くなり、併せて職員数が多くなっています。 

②民生部門は、県内 15 市と比較して公立保育所が多く、その影響から保育部門の職員数が多くなって

います。 

③消防部門は、総務省が想定する人口 10万人規模の標準団体では、出張所は 3箇所と想定されてい

ますが、本市は 4箇所に出張所を設置していることから職員数が多くなっています。 

④教育部門は、市立高校を２校設置している影響から職員数が多くなっています。（市立高校の運営経

費については国から相応の交付税措置がされています。） 

こうしたことから、特に総務費、民生費、消防費については、施設の統廃合やアウトソーシングの推進など

による人件費の削減が喫緊の課題となっています。 
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 ２ 玉野市の現状と課題 
 

 

 【参考 18】 標準財政規模に対する人件費の割合（上段） 

         標準財政規模に対する部門別職員数の割合 （下段）   ＜平成 26年度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※標準財政規模とは、地方税や普通交付税など経常的に収入しうる「経常一般財源」の大きさを示

す指標であり、玉野市においては 145億円程度で推移しています。 

※「15市平均」は、県下 15市の標準財政規模に対する人件費等の割合を算出した後、その平均

値を記載しています。 

※下段のグラフの縦軸は円単位では、数字が小さくなりすぎることから、10億円単位で除しています。 
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 ２ 玉野市の現状と課題 
 

 

次に、物件費を目的別に比較すると衛生費、土木費が多くなっています。 

①衛生費については、一部事務組合において共同でごみ処理を行っている自治体もあることから、その自

治体の経費は補助費等に計上されています。本市は直営で実施しているため、ごみ回収・処理などの委

託経費を物件費に計上しており、その影響から県内 15 市平均を上回る原因の一つとなっているものと

考えられます。 

②土木費については、公園費が高く、多額の管理委託経費が必要となっていること等が主な要因であると

考えられます。 

 

 【参考 19】 標準財政規模に対する物件費割合（平成 26年度） 
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 ２ 玉野市の現状と課題 
 

 

また、物件費に含まれる臨時職員の賃金を県内 15 市平均と比較すると、特に総務費で高くなっていま

す。 

本市は、市の出先機関として 10 の市民センターを設置しておりますが、そこで従事する職員の多くは臨

時職員であり、その影響から県内 15市と比較して高くなっています。 

 

 【参考 20】 標準財政規模に対する部門別物件費（賃金）割合（平成 26年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口がピーク時の８万人規模であった高度経済成長期において比較的潤沢な財政状況を背景として

急速に整備された本市の公共施設については、６万人規模まで減少した現在においても施設の在り方や

統廃合等、抜本的な改革が進んでおらず、経常一般財源が減少していく中で、多数抱える公共施設の

維持管理経費が重くのしかかり、経常収支比率は右肩上がりで推移しています。 

 
 

【参考 21】 主な公共施設の維持管理にかかる経費の目安 

  

 

 

 

 

 

 

          ※経常経費には人件費、光熱費、修繕費等が含まれます。 

 

消防出張所（４箇所）

公立保育園（１１園）

幼稚園（７園）

市民センター（９箇所）

3,000万円

3,000万円

施設類型
※経常経費充当一般財源

（１施設当たり平均）

1億1,000万円

6,000万円
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 ２ 玉野市の現状と課題 
 

 

   Ⅱ）扶助費 

扶助費について内訳をみると、 

①社会福祉費については、医療施設や福祉系サービス施設等が充実しており、利用しやすい環境整備が  

進んでいることから、他市と比較して高くなっているものと考えられます。 

②児童福祉費については、本市は、運営経費のほとんどを一般財源で賄う公立保育所が多く、一般財源

からの支出が多くなっていることから、他市と比較して高くなっていると考えられます。 

③生活保護費については、保護率が全国平均を下回るが県内第３位であり、また、基準額についても岡

山市、倉敷市（1級地-2）に次いで県内で 2番目の水準（玉野市：2級地-2、その他の市：3級

地-1）であるため、県内 15市の平均値よりも高くなっています。 

④衛生費については、こども医療費の対象者を中学 3年生まで引き上げるなど、市単独事業として拡充し

て実施しているため高くなっています。 

 

 【参考 22】 標準財政規模に対する扶助費（一般財源）の割合（平成 26年度決算） 
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 ２ 玉野市の現状と課題 

 

Ⅲ）補助費等 

    補助費等については、 県下 15 市で比較すると同程度となっております。各自治体によって一部事務組

合への業務委託や企業会計の種類などにより、補助費等へ計上すべき経費が異なるため単純に比較する

ことが困難ですが、本市の補助費等の大きな特徴として、玉野市民病院への繰出金があります。 

玉野市民病院への繰出金については、国の地方公営企業への繰出基準に基づき、国から一定割合の

地方交付税措置を受けながら繰出しを行っておりますが、近年、玉野市民病院では医師の減少や地域医

療を取り巻く環境の変化に伴って病床利用率が低下し、医業収益が減少するなど赤字経営が続いています。

そのため、赤字補てんのための地方交付税措置のない基準外での繰出しが必要となっており、これらの繰出

金総額は、本市の財政運営に大きな影響を与える状況が続いています。 

平成 26年度決算における県下 15市の病院事業会計への標準財政規模に対する繰出金の割合を見

ると、備前市、井原市、笠岡市に次ぐ 4 番目となっていますが、これは市民病院が水道事業会計から 7 億

円の長期借入れを行うことで、赤字補てんに伴う基準外の繰出しが抑制されたことによるものです。 

しかしながら、その後の収支のさらなる悪化により、平成 27年度末では、追加の赤字補てんとして 1億 5

千万円の基準外繰出しが必要となりました。 

今後、長期借入金7億円の返済が見込まれる中、玉野市民病院の抜本的な経営改善が図られなけれ

ば、一般会計から、さらなる多額の基準外繰出しが必要となる等、補助費等の増大が危惧されています。 

 

 【参考 23】 標準財政規模に対する病院事業会計への繰出金の割合（平成 26年度決算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※仮に、長期借入金 7億円を一般会計が負担することになると、上記グラフは数パーセント上昇する

ことになり、県下他市と比較して突出した数値となります。 
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 ２ 玉野市の現状と課題 

 

 【参考 24】 病床利用率と当年度純損失等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当年度純損失と基準外繰入金の合計が、当該年度の病院の実質的な損失となります。 
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 ２ 玉野市の現状と課題 
 

 

   Ⅳ）繰出金 

繰出金は合計で比較すると、県下 15 市で同程度となっているものの、本市は下水道事業会計が公営

企業法適用となっているため下水道事業会計への繰出金が補助費等に計上されているのに対し、他市の

多くは下水道事業が公営企業法非適用となっているため繰出金に計上されており、合計で単純に比較す

ることが適当ではありませんので、個別に国民健康保険事業・介護保険事業・後期高齢者医療事業に対

する繰出金についてそれぞれ比較するといずれの項目についても県内 15市平均よりも高くなっています。市

民の健康寿命延伸のための事業を推進し、併せて、医療機関の適正な受診及び介護サービスの適正な

利用を促進し、繰出金を抑制することが課題となっています。 

 

 【参考 25】 標準財政規模に対する繰出金の割合（平成 26年度決算） 
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２ 玉野市の現状と課題 

 

   ④基金 

基金残高は平成 16年度の台風災害の復旧作業のため、平成 17年度には約 1億円まで急激に減

少しましたが、人件費や普通建設事業費の抑制・先送りといった一時的な対策等により、平成 22年度に

は約 26億円まで回復しています。しかしながら、教育施設の耐震化などの災害対策事業等の実施により

基金残高は減少傾向にあり、安定的な財政運営を図るために必要な基金の確保ができておらず、今後見

込まれる公共施設の再編整備等にかかる財源確保が困難となっています。 

 

 【参考 26】 基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ⑤財政状況のまとめ 

財政の硬直化が進む本市の財政状況においては、少子高齢化に伴う社会保障関係経費が増加する

一方で、人口減少等に伴い市税収入をはじめ経常一般財源総額の減少が見込まれており、一層の財政

環境の悪化が懸念されているため、今後見込まれる公共施設の老朽化対策に必要な財源を捻出すること

ができないどころか、現在の施策を維持することすら困難な状況にあります。 

人口減少・少子高齢化による中長期的な将来の社会構造の大転換を見据え、削減が困難な社会保

障関係経費の伸びを補う財源を確保するためにも、経常経費の削減を念頭にさらなる財政健全化に努め

る必要があります。  
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 限られた財源の中で、真

に必要とされる行政サー

ビスを効率的かつ効果的

に実施していくために、公

共施設の再編整備、事務事

業の見直し、アウトソーシ

ングの推進、広域行政の推

進など、各種の行政サービ

スの最適化・合理化に取り 

組みます。 

 

 

 将来にわたり持続可能

な行政サービスを提供し

ていくために、財政規律の

強化、受益者負担の適正

化、未利用財産などの処

分、地域資源の有効活用、

積極的な自主財源の確保

など、安定した財政基盤を 

確立します。 

 

 

 職員を最大の経営資源

と捉え、その力を最大限に

引き出す仕組みづくりと、

能力・意欲のさらなる向上

に資する取り組みを行う

とともに、ICT※利活用の

推進、一般管理事務の効率

化なども含めた経営改革

の推進に取り組みます。 

３ 玉野市行財政改革大綱のまとめ 

 

（１）策定の趣旨 

国全体における長期的な人口減少と高齢化は避けられず、これまで以上に住民のニーズが多様化かつ

複雑化していくことが想定され、基礎自治体に求められる役割は一層増していくものと考えられます。 

こうした状況の中、本市に求められる行政機能を備えるために、財政健全化の取り組みを断行すること

で、安定した財政基盤を確立していく必要があります。 

また、少子高齢化の進展や将来の人口減少を見据え、こうしたトレンドを少しでも緩やかにするためには、

本市独自の特色ある取り組みを充実させていく必要があり、行財政改革を実行することにより、それら取り

組みに必要な財源を自ら生み出していかなければなりません。 

さらに、組織・人員体制やマネジメント手法、人事管理などの行政経営に係わる課題や公共施設の適

正化などに強い決意を持って取り組むことで、社会経済情勢などの変化にも柔軟に対応し、将来にわたり

自らの判断と責任において持続可能なまちづくりが行える基礎自治体として歩み続けることを目指します。 

 

（２）改革の方針 

以上の分析を踏まえて「玉野市行財政改革大綱」の策定・実行に当たっては、効率的かつ効果的な行

財政運営を実現するための三つの指針を掲げます。 

これにより、本市の直面している課題に対し基礎自治体としての責務を果たしつつ、特に、財政規律の

視点を踏まえた行財政運営に努め、本市の身の丈に合う将来のまちづくりを見据えた改革を目指します。 

 
 

 

     玉野市行財政改革の指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ICT：情報通信技術、コンピュータ技術の活用をいう。 

効果的・効率的な行財政運営の実現 

計画的な行政運営／持続可能な財政運営 

指針① 

行政サービスの 

最適化・合理化 

 

指針② 

持続可能な 

財政基盤の確立 

指針③ 

経営改革 

の推進 
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３ 玉野市行財政改革大綱のまとめ 

 

（３）改革の期間 

平成 29年 2月から平成 33年 3月まで 

 

（４）改革の目標 

①経常収支比率の改善 

本市の経常収支比率は、県内他市と比較して突出して高くなっており、平成 26 年度決算では

98.5％と財政の硬直化が非常に進んでいる状況にあります。 

今後見込まれる公共施設の老朽化対策や少子高齢化に伴う社会保障関係経費の伸びを補う財

源を確保するため、経常収支比率の改善を目標の一つとして設定し、基金を取り崩すことのない収支の

バランスが取れた適正な財政運営と財政構造の弾力性の確保に努めます。 

 

 【参考 27】 県内他市の経常収支比率の状況（平成 26年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

※経常収支比率の改善に当たっては、経常収支比率の分母である経常一般財源は国の制度による影

響が大きく、市の裁量による部分が小さいため、経常経費充当一般財源の削減に重点を置いて取り組

むこととします。 
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３ 玉野市行財政改革大綱のまとめ 

 

②基金残高の改善 

年度間の財源の調整や災害等による不測の事態に対応するとともに、公共施設等の整備を効率的、

計画的に実施するため、経常的に基金の確保を目指します。 

 

  【参考 28】 県内他市の基金残高の状況（平成 26年度実績）                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  【参考 29】標準財政規模に対する基金残高比率（平成 26年度実績） 
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３ 玉野市行財政改革大綱のまとめ 

 

（５）改革の推進 

①実施計画の策定・実行 

玉野市行財政改革大綱の基本計画に基づき、個別具体的な取組項目をまとめた実施計画を策定

し、全庁的に取り組みます。また、各実施計画に掲げる項目は、目標とする効果や年次計画を可能な

限り明確化するよう努めます。 

 

②進捗管理 

玉野市行財政改革大綱に位置付けた項目を着実に実行するため、市長を本部長とした内部組織と

して構成する「玉野市行政改革推進本部」において、定期的に進捗状況の管理を行うとともに、学識経

験者、各種団体推薦者、一般公募市民などで構成する「玉野市行政改革推進委員会」において、各

年度の進捗状況等についての意見を求め、具体的な取組手法の見直しや改善を行いつつ、より有効な

改革の推進を目指します。 

また、毎年度、当プランの進捗状況をとりまとめた報告書を作成し、市ホームページ等を通じて公表し

ます。 

 

③関連計画との整合性 

玉野市行財政改革大綱の推進に当たっては、実施計画に掲げる各取組項目を円滑かつ着実に実

行するため、公共施設等総合管理計画など、関係分野における各種計画等との整合性を図りながら、

取り組みを推進します。 


